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現代のマーケティング概念 
 
 
はじめに 
 
マーケティングとは何か、すなわち「マーケティング概念」（concept of marketing）の議
論があまり行われなくなって久しい。 
たとえば最近の入門書のひとつで、マーケティングの概念にかかわる部分を取り出すと、
「顧客のニーズを常に考えるというマーケティングの考え方をマーケティング理念」とす
る。「マーケティングの将来を考えるうえで重要なトレンドは経済のサービス化である。…
（サービス・ドミナント・ロジックが支配的になれば）、顧客が持つスキルや知識を積極的
に取り込むことで企業側の能力の限界を超えた新しい価値を生むことができる。顧客との
価値共創の仕組みが今後のマーケティング戦略のカギになるかもしれない」と述べている
が1、マーケティングそのものの説明が殆どなく、マーケティングは何かということが読み
とることができない。 
また別の 1 冊では、「かつてのマーケティングと今日のそれとでは、学問の名称は同じで
も実態は著しく違う。かつてのマーケティングはプロペラ機であり、今日のマーケティン
グは最先端のジェット機である。推進力を用いて空を飛ぶ点では同じだが、性能やスケー
ルで比較できないくらいの違いがある。あるいは白黒テレビから高画質の４Ｋテレビに変
わったのと同じくらい、この数十年でマーケティングは大きな進化を遂げている」という
が2、全体を読み通しても性能やスケールがどう発展したのか、そして現代のマーケティン
グとは何かを理解することができない。 
マーケティングとは何か、どう変化してきているのか、現代のマーケティング概念を明
らかにするのが本稿の目的である。といってもこれはたやすい作業ではない。マーケティ
ング概念は、定義、実体・実態、理念などから明らかにする必要がある。 
マーケティングの定義は、アメリカマーケティング協会の定義を時系列的に追跡するこ
とを軸に、コトラーとマッカーシーら（W. D. Perreault Jr., P. C. Joseph and E. J. McCarthy）
の論述を検討する。次いで、マーケティングの実態と実体を分析する。マーケティングの
                                                
1 黒岩健一郎／水越康介［2012］240-241 頁。 
2 恩蔵直人［2017］22 頁。 
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実態（reality）とは表面的にはわかりにくく実際に調査分析してわかるマーケティングの
状態で、時代とともに変化するが、これに対して実体（entity）とは、変化する事象の根底
にある本質的な部分である。さらにこれらを踏まえて、現代のマーケティング概念を具現
化している家電業界のケースタディを中心に紹介したい。 
なぜ家電業界を主に取り上げるのか。その第 1 の理由は、マーケティングのケースとし
ては、これまで非耐久消費財を取り上げることが多く耐久消費財は少ないので稀少性があ
る。特に家電品は、小売市場規模はおよそ 7 兆円（2016 年、GfK ジャパン調べ）と、わが
国では自動車とともに耐久消費財の中心的産業で、マーケティング理念に基づいた経営を
行っている企業が多い。第２に、「三種の神器」や「３Ｃ」そして現在に続く「平成の新三
種の神器」3に代表されるように、家電品はその時代時代の花形商品として、新しいライフ
スタイルを実現するための「憧れの商品」であり、ゆたかさやの象徴でもあった。第３に、
筆者は長年家電品マーケティングを取り組んできており、研究の継続性という点からも意
義があると考えられる。 
 なおマーケティング理念（marketing concept）については、一部は定義と実体・実態の
議論に含まれているが、本格的には別稿で取りあげたい。 
 
 
（１） マーケティングの定義 
 
 1937 年に設立されたアメリカマーケティング協会（ＡＭＡ）は、マーケティングの担当
者や研究者の中心組織である。ＡＭＡでは何度かマーケティングの定義の改定を行ってい
るが、紆余曲折を経て 2013 年に、「マーケティングは、顧客、クライアント（サービスの
顧客）、パートナー、および社会全体に対し価値をもつ提供物を創造、伝達、配分、交換す
るための活動、一連の機関、そしてプロセスである」と定義している4。 
 ここでは、コトラーとマッカーシーら見解を検討してマーケティングの定義の論点を整
理する。そこでＡＭＡの定義の変遷を追跡し、「生活標準の創造と伝達」をキーワードに本
質に迫りたい。 
                                                
3 いろいろな説があるが、たとえば、「大型４Ｋテレビ、洗濯乾燥機、高機能冷蔵庫」であり、いず
れにしても殆どが家電品である。 
4 American Marketing Association (ＡＭＡ)ＨＰ（2018 年 1 月８日、閲覧）。 
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コトラーの見解5 
コトラー（P. Kotler）によればマーケティングは、人間と社会のニーズに関する活動で
ある。マーケティングの最も短い良い定義のひとつは「ニーズに利をもって対応する」と
いうものである。eBay は、最も欲しいいくつかの商品を見つけられないでいる人たちがい
ることを察知し、オンライン・オークションの「場」（clearinghouse）を開設した。ＩＫＥ
Ａは、人々がいい家具をもっと低価格で欲していることを気付き、組み立て式家具を生み
だした。これら２社は、個人や社会のニーズをビジネス・チャンスに切り替えたのであり、
マーケティング知識の実践性を証明している。 
ＡＭＡの定義に含まれる様々な交換プロセスに対処するためには、かなりの量の作業と
技術を要するとコトラーは考えて、企業の立場からのマーケティングをマーケティング・
マネジメントと考えたそれはある当事者が、取引が行われそうなもう一方の当事者から望
ましい反応を得ようといくつか手段を検討した場合に生起するものとし、「マーケティン
グ・マネジメントを、対象市場を選択しより良い顧客価値を創造、配分、伝達することを
通じて、顧客を獲得し維持し拡大する技術と科学」定義した。主体は、他の当事者（party）、
いわゆる見込み客から注目、購買、支持などの反応を求める誰か（someone）であり、客
体は、物資、サービス、イベント、経験、人、場所、資産、組織、情報、アイディアと幅
広いのが特徴である。 
コトラーによれば、マーケティングは、社会的とマネジリアルに区別して定義できる。
社会的定義は、社会にけるマーケティングの役割を示す。たとえば、あるマーケティング
研究者は、マーケティングの役割は「より高い生活標準の伝達」としている。われわれの
社会的定義は目的に合わせて「マーケティングは、個人やグループが必要とし、欲求する
ものを獲得する社会的プロセスで、価値をもつ製品やサービスを創造し提供し、他と自由
に交換することにより行われる」とする。マネージャーは、マーケティングを「製品を販
売する技術」と考えている。多くの人は、販売がマーケティングの最も重要な部分ではな
いと聞いて驚くかもしれない。しかし、販売はマーケティングという氷山の一角に過ぎな
いのである。たとえば経営学理論の第 1 人者ピータードラッカーは、次のように述べてい
る。 
「何らかの販売の必要性は必ずあると考えるかもしれない。しかし、マーケティングの
目的は販売を不要にすることである。マーケティングの狙いは、顧客を知り理解し、製品
                                                
5 Kotler, Philip and Kevin L. Keller［2016］pp.27-29. 
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やサービスを適合させ売れるようにすることにある。理想を言えば、顧客に買う準備を整
えさせることにある。そこで要求されるのは、製品とサービスを入手可能にするだけであ
る」6。 
 任天堂がＷｉｉシステムをデザイン、キャノンがＥＬＰＨデジタルカメラのラインを導
入、トヨタがプリウス・ハイブリッド車を商品化したとき、これらの企業は、綿密なマー
ケティングの準備を行い正しい製品をデザインしたので、発売前から注文が殺到したので
ある。コトラーが取りあげたこれらケースを最近のケースに置き換えれば、任天堂のスイッ
チ、ソニーのミラーレスカメラ「α７／α７Ｒ」、トヨタのプラグインハイブリッドという
ことになる。 
 
マッカーシーらの二義7 
これに対して学問としてのマーケティングの開拓者の一人であるマッカーシーら（E.J. 
McCarthy et al.）は、どう定義しているであろうか。彼は、1960 年の Basic Marketing のな
かで、マーケティングの４Ｐ（Product／Price／Promotion／Place）の考えを初めて提示し
たことで有名であり、87 年には「ＡＭＡ開拓者賞」を受賞している。2015 年、ミシガン州
イーストランシングの自宅で逝去した（87 歳）。同著の第 19 版［2014］のなかで、マーケ
ティングを次のように説明する。 
マーケティングはミクロとマクロ、すなわち組織より遂行される一連の活動と社会的プ
ロセスのふたつの意味が含まれる。ミクロとしてのマーケティングは、顧客やクライアン
トのニーズを予想するとともに、そのニーズを満足させる商品およびサービスを生産者か
ら顧客やクライアントに流通させることによって、組織の目的を達成しようとする諸活動
の遂行である。マーケティングは営利と非営利組織の両方が主体となる。ほとんどの事業
会社の目的は、利潤（profit）であるが、他の組織では、より多くの会員の獲得やアイディ
アの支持の拡大を追求である。顧客やクライアントとしては、消費者、事業会社、非営利
組織、政府機関、および海外国家なども含まれる。 
これに対してマクロ・マーケティングは、需給を有効に適合させかつ社会の目的を達成
させるように、商品およびサービスの経済的フローを生産者から消費者に向かわせるプロ
セスである。経済社会では、商品やサービスを供給する能力は差別的で高度に変化し、一
                                                
6 ドラッカー『マネジメント』（上）100 頁。 
7 Perreault Jr., William D., Joseph, P. Cannon and E. Jerome McCarthy［2014］pp.7-9. 
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方需要も異質的なので両者を接合しなければならない。ここに社会システムとしてのマー
ケティングの存在理由がある。社会はこうしたなんらかのマーケティング・システムを必
要であり、この社会的プロセスは、多様な生産者、卸売商、小売商から組織される。そこ
では個々の機能や活動に焦点を当てるのではなく、マーケティング・システム全体がどの
ように機能しているのか、すなわち需要と供給を効果的、効率的にマッチングしているの
かどうかが問われる。 
 
マーケティング定義の論点 
これまでの検討から第１の論点は、英語の marketing には、日本語の流通とカタカナの
マーケティングの二義があることが理解されるかどうかということである8。コトラーは、
マーケティングとマーケティング管理、マッカーシーらはマクロ・マーケティングとミク
ロ・マーケティングに、流通とマーケティングを区別している。流通は生産と消費との間
に生ずる懸隔を橋渡しし、需要と供給を一致させるが社会的役割（プロセス）であり、こ
の役割を遂行するための社会的な仕組みが流通機構である9。この社会的プロセスは家電品
でみると、寡占大規模メーカーやベンチャーなどの生産者、販売会社や商社などの卸売商、
家電量販店や系列店などの小売商から組織される。ミクロでは、家電品メーカーのマーケ
                                                
8 久保村隆祐／関根 孝／住谷 宏［1990］3-4 頁。 
9 鈴木安昭［2016］5、8 頁。 
 
図表 1 家電品の流通 
 
出所）ナインテン「家電流通データバンク」。 
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ティング、パナソニックのマーケティングやバルミューダのマーケティングということに
なる（図表１）。 
第２の論点は、マーケティングの定義の普遍性の問題である。学問そのものの定義がこ
れほど変化するのは他の学問分野では起こりえないことであろう。定義とは「概念の内容
を明確にすること。ある概念の内包を構成する本質的属性を明らかにし他の概念から区別
すること」（広辞苑）である。従って、概念規定の作業が的確に行われないと、ある概念（用
語）につき人々の間で共通認識が生まれず、学問的にも実践的にも多くのの混乱が生じる
ことになる。特にマーケティングという学問の場合は特にそうである。 
マーケティングの定義の変遷を、戦後策定されたＡＭＡの定義、主にミクロ・マーケティ
ングに限定されているが、から簡単にたどってみよう。まず、1948年にＡＭＡでは、「マー
ケティングとは、商品およびサービスを生産者から消費者あるいは需要者に流通させる事
業活動の遂行」と定義し、60年にはこの定義が踏襲された。次いで85年に、ＡＭＡは「個
人や組織の目的を満足させる交換を生じさせるために、アイディアや物資やサービスにつ
いての着想、価格決定、プロモーション、および流通（distribution、取引と物流）を計画
し実施するプロセス」と新定義を行った。  
さらに、2004年になり、「マーケティングとは、顧客に価値を創出、伝達、提供するとと
もに、組織とその利害関係者に利益をもたらすように顧客関係を管理する組織的機能およ
び一連のプロセス」と再定義された。そして07年、「顧客、クライアント、パートナー、お
よび社会全体に対し価値をもつ提供物を創造、伝達、配分、交換するための活動、一連の
機関そしてプロセスである」と発表され、それが前述したように、13年にＡＭＡ 理事会に
よって再認定されている。 
これらそれぞれの定義の詳細な議論は上沼克徳［2014］や黒田重雄［2012］などに譲る
が、ここでは次のことを指摘しておきたい。ＡＭＡの定義の変遷を見ると、その重点が取
引、４Ｐ、顧客との関係性へと変化し、そして最新では社会的視点も取り込んだ大幅な概
念拡張がなされている。マーケティングそのもの定義がこれほど揺れ動いているというこ
とは、当該学問分野における基本的概念の曖昧性が予想され、そうするとマーケティング
は果たして独立した学問領域を形成しているのだろうかという懸念が生まれる。 
第３の論点は、マーケティングは生活標準の創造と伝達という定義の有効性につてであ
る。生活標準（standard of living）とは、現実の生活水準（level of living）に対置される用
語であり、消費者が望ましいあり方として心に描く生活の理想図のことであり、消費生活
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の社会的、経済的、技術的な環境のなかで形成され、ライフスタイルを規定する10。マー
ケティングを「生活標準の伝達」と初めて定義したのはメイザー（P. Mazer）であり、こ
れにマックネア（M.P. McNair）は創造を加えて、「生活標準の創造と伝達」と定義したの
である。このマーケティングの創造性とは、物質的な意味を超えて向上し、改善し拡大す
る生活標準に貢献することを意味した11。もちろんここで想定されているのは生活標準を
創造して提案するのは企業、売り手が想定されている。ただしマーケティングとプロモー
ションは、生活標準の根本を左右するのではなく高度化を促し、購買欲求を喚起する機能
を果たすにとどまる12。 
近年、サービス・マーケティングの分野を中心に「サービス・ドミナント・ロジック」
の議論が盛んである。バーゴとラッシュ（R.F Vargo and S.L. Lusch）によれば、経済社会
は有形財中心からサービス中心の時代に変わってきており、サービス・ドミナント・ロジッ
クからマーケティングの再構築が必要となる。そこでは次のような変化がみられるとする。 
１ 有形財（goods 物資）中心では、生産者が有形財に価値を埋め込み、顧客は有形財の
受け手で、取引においても受動的存在であった。企業のマーケターが、顧客を細分化し
欲求を把握し、物資を準備しプロモーションを行い配送を行う。 
２ サービス（service）中心になると、交換されるのは有形財ではなくそれらに埋め込ま
れた専門的コンピテンス（知識やスキル）、あるいはサービス（services）である。価値
の受け手であった顧客は、企業とともにサービスの共創者で、マーケティングは顧客と
の相互作用でモノゴトを行うプロセスになるので、「価値共創」（value co-creation）がキー
ワードとなる。企業は物資やサービスなど生産の過程で埋め込まれる（交換）価値を提
案するが、その価値が実現するのは顧客が消費を経験する時点であるという考えである。 
３ 従って、交換価値（value in exchange, exchange-value）よりも使用価値（value in use, 
use-value）の重要になる。使用価値の概念とは消費者の欲求を充足させる程度で、交換
価値とはある商品の使用価値を他の商品の使用価値と交換する場合の比率をさす。サー
ビス中心のマーケティングで交換されるのは、物資（オペランド資源という）ではなく、
知識やスキルに基づくサービス（オペラント資源という）であると考える。すなわち、
漁師と農家は魚と穀物を交換するのではなく、魚を捕るというサービスと穀物を栽培す
                                                
10 日本大百科全書ニッポニカ［1993］。 
11 McNair, M.P.［1968］p.2. 
12 久保村隆祐／阿部周造［1987］21、151 頁。 
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るというサービスを交換するのである13。 
もう一つ注意を要するのは、バーゴとラッシュは、商品としてのサービス（services）と
サービス（service）を使い分けている。前者は、goods and services のサービスであり、後
者はより抽象性をもった概念である。 
 それでは、メイザー、マックネア、コトラーらによる「マーケティングは生活標準の創
造と伝達」という観点から、サービス・ドミナント・ロジックの「論理」をどう捉えたら
いいのであろうか。生活標準を価値と置き換えてみると、果たして企業と消費者、売り手
と買い手を対等に位置づけ、価値共創と概念化してよいのだろうか。ミシガン大学のラワ
スマミとグイヤール（V. Ramaswamy and F.J. Gouillart）によれば、共同創造（価値共創）
には、企業の製品開発のプロセスに顧客のアイディアを活用する「外から内へ」方式と、
顧客の消費体験に企業が積極的に関与しようとする「内から外へ」の方式がある14。しか
                                                
13 ラッシュ／バーゴ［2016］12-13 頁。 
14 ラマスワミ／グイヤール［2011］29-34 頁。 
図表 2 マーケティングにおける支配的ロジックの変化 
出所）Vargo and Lusch [2004] p.7 表２「オペランド資源とオペラント資源（の概念）は、
有形財中心とサービス中心の見解の違いを区別するのに役立つ」から作成。 
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しここで確認しておきたいことは、家電品、農産物、家具など商品の種類や企業によって
状況は違い、たとえば家具業界ではイタリアの高級家具メーカーであるカッシーニ、ニト
リ、そして価値共創のケースではよく取り上げられるＩＫＥＡでは、それぞれマーケティ
ング戦略は異なるが、いずれも製品開発の主要な意思決定をしたり生活標準ないし価値を
提案したりするのは売り手側であり、価値共創はその程度にいくらかの違いはあるが、消
費者の創造部分は一分に過ぎない。ただし、バーゴとラッシュの交換対象の背後には、知
識やスキルに基づくサービスであるという指摘は卓見であると言える。 
 
 
（２） マーケティングの実態と実体 
 
 マーケティングの実態と実体について検討しよう。すでに述べたように、実態とは表面
的にはわかりにくく実際に調査分析してわかるマーケティングの状態で、時代とともに変
化するが、これに対してマーケティングの実体とは、変化する事象の根底にある本質的な
部分である。 
 
田村正紀の４つの命題 
田村正紀はかつて、「マーケティング行動体系」という概念を提示した。それは多次元的
なマーケティング活動とそれに影響し、またそれらによって影響される諸要素全体と、そ
れらの関連の総体である。このマーケティング行動体系の構成要素は、マーケティング目
的、マーケティング活動、交行為群（競争企業など水平的交行為群と販売業や消費者など
垂直的交行為群がある）、市場組織から構成されると想定する15。これら４つの要素がマー
ケティングそのものと考え、田村はマーケティングの「実体」を次の４つの命題に要約し
ている16。 
１ マーケティングはきわめて特殊的・歴史的性格をもつ。資本主義経済が寡占経済化す
る段階に登場する。寡占経済の展開に伴いマーケティングの態様は変化する。 
２ マーケティングは市場問題に対処するための寡占的製造企業の活動様式の一つである。
マーケティングは寡占経済を意味するが、寡占経済は必ずしもマーケティングを意味し
                                                
15 田村正紀［1971］57-60 頁。 
16 同上書 6-7 頁。 
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ない。マーケティングは寡占経済おいて生じる市場問題を解決するための様式の一つに
過ぎない。 
３ マーケティング製造企業の対市場活動であって商業ではない。それはかえって、商業
に対立する性格をもつ。 
４ 製造企業のうちでマーケティングを効果的に行いうるのは寡占的製造企業のみである。
寡占的製造企業はマーケティング活動の主体である。 
これらから明らかなように、田村正紀のいうマーケティングの「実体」とは、特殊的・
歴史的性格をもち、資本主義経済が寡占経済化する段階で登場する、と言うことからわか
るように、明らかにマーケティングの「実体」ではなく「実態」である。それでは田村が
とらえた1970年頃の時代から現在まで、資本主義経済もとでどのようなマーケティング環
境と企業の変化があったのだろうか。 
 
コトラーの新しい企業能力17 
コトラーによれば、近年マーケティングを取りまく環境は、ネットワーク情報技術の進
展、規制緩和や民営化による競争激化、業界間の垣根消滅、中間商人の排除や小売業の変
容、消費者の情報力と購買パワーの向上など大きな社会的諸力が変化している。これらは
企業にとっては大きな挑戦であるが、一方で企業は新しい一連の能力を身に着け、マーケ
ターは挑戦に対応している。 
１ マーケターは、強力な情報と販売のチャネルとしてインターネットを利用して、顧客
に情報を提供し製品の販促の地理的範囲を世界中に拡大できる。ウエッブサイトでは、
製品やサービス、企業の歴史、事業理念、雇用機会を知らせられる。 
２ インターネットを用いて種々の方法で鮮度の高いマーケティング調査を行えば、市場、
顧客、見込み客、競争業者に関して、豊かでより多くの情報を収集できる。 
３ ソーシャルメディアを活用すればブランド・メッセージが増幅される。ブログや電子
広告メールにより情報を提供、更新し、オンライン・コミュニケーションを支援し、イ
ンターネット・ハイウエー上に自分たちの停留所を開設することができる。 
４ 外部の顧客間コミュニケーションを促進したり、スピードを早めたり、ブランド支持
者とユーザーのコミュニティを通して、オンラインとオフラインのバズ（buzz）18をつ
                                                
17 Kotler, Philip and Kevin L. Keller［2016］pp.34-38. 
18 蜂がブンブンと飛び回る時の音のことで、ネット口コミで瞬間的に多くの人々の話題になること。
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くり出しベネフィットを上げられる。 
５ リクエストがあったり許可を得られたりした顧客に広告、クーポン、サンプル、情報
を送ることが可能である。専門的な雑誌、ＴＶチャネル、インターネット・ニュースグ
ループの急速に普及したことで、ミクロターゲット・マーケティングや双方向のコミュ
ニケーションが容易になった。 
６ マーケターは、モバイル・マーケティングで移動中の顧客をキャッチすることができ
る。ＧＰＳ機能を用いれば、ピンポイントでモールの情報やその日だけ有効なクーポン
券を送付して買い忘れ商品を防ぎ、適切な特典（本を買えばコーヒーが無料）知らせら
れる。 
７ 企業は、個別の顧客ごとに差別化された商品をつくり販売できる。工場による顧客適
応（factory customization）、コンピュータ技術、データベース・マーケティン・ソフトウ
エアの進歩のおかげで、自分の名前入りのエムアンドエムズ（Ｍ＆Ｍ’ｓ） のキャンディ、
タバスコ（ＴＡＢＡＳＣＯ）、メーカーズマーク（バーボン・ウイスキー）のボトルを提
供でき、ウィティーズ（シリアル）の箱やジョーンズのソーダ瓶には絵を描けるし、ハ
インズケチャップのボトルには希望のメッセージを載せることもできる（図表３）。ＢＭ
Ｗの技術では、顧客は 350 のモデルのバリエーション、500 のオプション、90 色の外装､
170 の内装が選択可能にした。 
８ オンラインで新しい従業員を採用したり、インターネットを利用して従業員や販売業
者や代理商に対する研修を行ったりする。 
９ 企業内ではイントラネットとしてインターネットを利用し、従業員間の内部的コミュ
ニケーションを促進して速度をあげられる。 
10 企業はインターネットを効果的に利用すれば、コスト効率を改善できる。売り手の価
格を比較したり、オークションで原材料を仕入れ、逆オークション（reverse auction）で
自らの条件を提示したりして、最も条件の良い仕入れ先（the best supplier）を探しだせ
る。またロジスティクス全体や作業を改善し、正確性やサービスの質を高め実質的なコ
ストを節減する。 
 
 
 
                                                                                                                                    
動詞として「バズる」とも使われる。 
－ 12 － 
図表３ 個々の顧客欲求に応じる差別化商品 
エムアンドエムズ（Ｍ＆Ｍ’ｓ） 
 
 
ビームサントリーのメーカーズマーク 
 
清涼飲料メーカーのジョーンズ 
 
 ウィティーズ タバスコ 
＊写真はすべてネットによる。 
 
マーケティングの実態 
 「これらの新しい社会的諸力や能力が、マーケティング（管理）を大きく変化させてき
たということは驚くに当たらない。理論上マーケティングは、マーケティング機会の分析、
対象市場の選択、マーケティング戦略のデザイン、マーケティング・プログラムの開発、
マーケティング努力の管理から構成される。しかし実際上は、競争市場はより高度化して
きていることが多く、マーケティング計画は流動的で絶えず刷新が求められる。企業は常
にマーケティング・プログラムを前進させ、顧客のニーズに寄り添って製品やサービスを
改善し、過去の強みに頼るのではなく新たな優位性を追求しなければならない。特に、マー
ケティング計画にインターネットを組み込まなければならない。マーケターは、伝統的な
マーケティング・コミュニケーションに適切に予算を向けるとともに、検索連動型広告
（search advertising）、ソーシャルメディア、ダイレクト e-mail、ショートメール（text／Ｓ
ＭＳ）によるマーケティング努力に対する増加する予算とのバランスを取る必要がある」
とコトラーは述べている。 
 こうした指摘を裏付けるものとして数多くのベンチャー企業やスタートアップ企業が誕
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生しており、もはや寡占的製造企業だけがマーケティング活動の主体ということはできな
い。従って、既述のように、田村の言う４つの命題はマーケティングの実体ではなく、社
会的諸力や企業の対応能力とともに変化する実態と言うことができる。それでは、高度情
報ネットワーク時代のマーケティングの「実態」とは何であろうか。それらは次の４つの
ポイントに要約できる。 
１ マーケティングは社会的諸力や企業能力の変化を反映するので歴史的性格をもつ。資
本主義経済が寡占経済化する段階で高度化したが、インターネットの展開に伴いマーケ
ティングの実態は大きく変貌を遂げた。インターネットによるＳＮＳには種々あるが、
誰かのネット上（たとえばユーチューブやツイッター）の発言や書き込みが、多くの人
に引用され急速に広まるバズ現象を起こすことができる。高度情報化社会では、スピー
ドと機転を利かせてマーケティング機会を俊敏にとらえる「リアルタイム・マーケティ
ング」は、巨体をもてあますような鈍重で気の利かない大企業とは相性が良くない、と
いう指摘もされている19。 
  ファーストリータイリングの柳井 正は、「アパレルは、商品と情報を一緒に流通させ
る必要がある。消費者は商品を購入した後も、その情報を消費者同志がＳＮＳなどでシェ
アし発信している」と、オンラインとオフラインをシームレスに機能統合を図るオムニ
チャネル・マーケティングの重要性を指摘している20。 
２ マーケティングは市場問題に対処するための企業活動である。現代マーケティングは
ネットワーク経済を活用する必要があるが、ネットワーク経済は必ずしもマーケティン
グを必要としない。マーケティングは、生産の高度化、生活水準の向上、そしてネット
ワーク経済の浸透による消費欲求の変化よって生じる市場問題を解決するための活動で
ある。コンピュータ・ネットワークに基づくネットワーク経済では、デジタル化された
もの、つまりコンピュータで扱う情報の最小単位「ビット」の流れとして符号化された
ものなら何でも情報であり、プラスのフィードバック、すなわち「ネットワークの外部
性」が発揮され、そこではブランディングが重要な役割を果たす21。 
３ マーケティングは、製造企業、流通企業、サービス企業などの対市場活動であって商
業ではない。しかし商業は、工業や農業などと並列する用語であって、マーケティング
                                                
19 スコット［2012］第５章（72-93 頁）。 
20 『日経ビジネス』（2018１月 29 日号）。 
21 シャピロ／バリアン［1999］第１章（10-40 頁）。 
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とは視点が異なる概念で必ずしも対立する性格を有しない。たとえば家電量販店は、商
業者であるとともにマーケターでもある。家電量販店のヨドバシカメラは、販売会社や
卸売商から商品を仕入れて顧客に販売をする商業に従事しているが、一方ではマーケ
ターとしてマーチャンダイジング、価格付け、プロモーション、オムニチャネル化、ロ
ジスティクスなどマーケティング活動を行っている。 
４ マーケターに能力と意志があれば、あらゆる企業はマーケティングを効果的に行う可
能性がある。インターネットの進捗により、マーケティング活動の主体の範囲は拡大し
ている。家電産業でみれば、ソニー、パナソニック、日立など寡占的製造企業ばかりで
なく、扇風機、トースター、炊飯器など次々にヒット商品を生み出すバルミューダ、ア
メリカ生まれの高級ヘッドホン・メーカーのビーツ（Beats）、「カドー」のブランドで空
気清浄機を展開するエクレアのような家電ベンチャーもマーケティング企業であり、消
費者の支持を集めている22。 
 
マーケティングの実体 
時代とともに変化するマーケティングの実態の根底にある本質的な部分、マーケティン
グの実体を探ってみよう。まず、マーケティングは企業の市場活動である。経済が寡占経
済化していなくても、あるいは売手市場で生産志向の経営が行われていた時代でも、取引
やロジスティクスなどのマーケティング活動は存在したし、重要な役割を果たす場合も多
かった。第２に、マーケティングは生産技術の発展や消費欲求の高級化、個性化とともに、
マーケティング機能の重心は、本質的機能や付随的機能から準備的機能へと移行し、マー
ケティングは高度化する。特に、ネットワーク経済のもとではオムニチャネル化など高度
化の速度が速い。 
第３に、マーケティングは現代企業論である。大手企業の経営理念を各社のＨＰでみる
と、ソニーは「ユーザーの皆様に感動をもたらし、人々の好奇心を刺激する会社であり続
ける」、パンソニックは「事業を通じて世界中の皆様のくらしの向上と 社会の発展に貢献
する」、トヨタ自動車は、「様々な分野での最先端技術の研究と開発に努め、世界中のお客
様の要望に応える魅力あふれる商品・サービスを提供する」、花王は「国産ブランドで初め
ての高品質な化粧石鹸を 1890 年に発売してから、花王はお客様本位を基本姿勢として、事
業を行っている」、キューピーは「おいしさ、やさしさ、ユニークさで食生活に貢献し、一
                                                
22 『日経トレンディ』［2014］３月号。 
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人ひとりのお客様に最も信頼され、親しまれることをめざす」、ハウス食品は「食を通じて
家庭の幸せに役立つことを企業理念とする。消費者起点のマーケティングが原点であり、
マーケティングの競争は消費者の真の姿、心の中を正しくつかむ競争である」と、顧客志
向のマーケティングを企業活動の中心に据えている。こうした経営理念を実現するのが
マーケティングであり、その意味でマーケティングは現代企業論といえる。 
 
 
（３）「生活標準の創造と伝達」のマーケティング 
 
これまでの議論から、マーケティングとは、生活標準の創造と伝達と定義するのが的を
射ていると考えられ、それは変化する事象の根底にある本質的な部分であるマーケティン
グの実体と密接な関連をもっている。コトラーはこうした定義を社会的マーケティングと
いうが、家電メーカーを中心に、生活標準の創造と伝達を行っている企業活動のケースを
いくつか見てみよう。これらが企業活動としてのマーケティングの実態を構成する。 
 
１ 生活空間に溶け込む音で、新たなライフスタイルを提案。 
ソニーの「グラスサウンドスピーカー」は、温かい光や素材など細部にまでこだわり、
ダイニングで家族と囲んで利用したり、やさしい眠りについたり、部屋のインテリアとし
てもおしゃれで、さまざまな住間に溶け込む自然な音楽のある体験を叶えると言う。スピー
カー１台で、その場の雰囲気をがらりと変えることができる。360 度に音が広がるため、
部屋中に音を響かすことができる。どこに置いても同じ音場体験が得られるため、ワイヤ
レスで持ち運べるので好きな場所に置いて、音楽を楽しめる。有機ガラス管の全面が振動
して音を出し、ガラス管ならではのクリアな音色で部屋中を満たす。まるで誰かが目の前で
歌っているかのような体験ができる。そして次のような使い方をいくつか提案している。23 
◇昼も夜も美しくどこにおいても絵になるので、普段音楽を聴かない私でも無駄に聞い
ています。 
◇夕暮れ時のダイニング…ちょっとひと休み ♬ 音楽とこのオレンジの明かりでいやさ
れます♡ 
                                                
23 ソニーのＨＰ（2018 年２月 1 日閲覧）。 
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◇低温量にしたときの優しく包まれるような音が好き。部屋全体に広がる音なので就寝
時のＢＧＭにぴったりで、スリープタイマーを使って眠るに就くのが日課です。 
2016 年春に投入された「Life Space ＵＸ」シリーズ第３弾「ＬＳＰＸ－Ｓ1」の実売価
格は 72,000 円前後と、ブルートゥース・スピーカーとしても、ＬＥＤライトとしてもかな
り高価ではあるが、「スピーカーらしくなく、かつソニーらしい独創的な製品」に仕上がっ
ていて、売行きは好調である。 
 
図表４ ソニーの「グラスサウンドスピーカー」 
 
＊ソニーＨＰによる。 
 
２ 「日本らしい上質の暮らしを楽しむ家電」パナソニック「Ｊコンセプト」シリーズ 
2014 年、シニア向け高級家電 J コンセプトとして発表されたモデルは、軽量コンパクト
な紙パック式掃除機、ルームエアコン、トップユニット冷蔵庫の３シリーズが商品化され
た。販売数量は発売以来当初計画を 10％上回る水準で推移したことから、翌 15 年には可
変圧力ＩＨジャー炊飯器、スチームオーブンレンジ、縦型の全自動洗濯機が加わり、白物
家電の主要６製品を揃えた。洗濯機は身長の低い高齢者でも取り出しやすいよう洗濯槽の
底を浅くし、衣類投入口の面積を同社の従来品より 14％大きくしたほか、操作パネルの文
字も見やすくした。炊飯器はシニアの好みにあわせ、少量でもおいしく炊けるようにして、
薄く軽いアルミ材料を使い高級感のある外観に仕上げた。オーブンレンジは様々な和食メ
ニューに対応し、焼き物と煮物を同時に調理できるようにした24。なお、「J コンセプト」
シリーズは、「バルミューダ ザ・トースター」とともに 2015 年「日経優秀製品・サービス
賞」の「日経ＭＪ賞」の最優秀賞を受賞している。 
                                                
24 日本経済新聞（2015 年５月 21 日付）。 
－ 17 － 
開発のきっかけについて、パナソニックアプライアンスの高見和徳社長（当時）は「50
代、60 代の方々は激動の中を生きてこられた世代で、今はシニア世代となって日本の購買
力を引っ張っているから」と、シニア・マーケティングの意義を述べている。さらに、J
コンセプトの「Ｊ」は Japan のＪ、上質のＪで、日本の心遣いと美意識そのものをどうやっ
て形にするのか考えた。機能とデザインを融合させてお客様の不満を解消し、より使いや
すく、使うことで生活が楽しくなる商品にしたいという思いで作った」と新たな生活提案
ついて語っている25。 
 2017 年には個人金融資産（資金循環統計の家計部門の資産残額）が 1,800 兆円を超える
ようになってきている（2010 年は 1,542 兆円）。日本銀行 金融広報中央委員会の「2017 年 
家計の金融行動に関する世論調査」によると、２人以上世帯の金融資産保有額の年齢別平
均は、20 歳代 524 万円、30 歳代 735 万円、40 歳代 1,014 万円、50 歳代 1,689 万円、60
歳代 2,062 万円、70 歳代 2,512 万円と中高年齢ほど、特にシニア層の保有額が大きなって
いる26。金融資産は（預貯金、株式、債券など）の保有目的は、「老後の生活資金」や「病
気や不時の災害への備え」などが考えられるが、これだけの大きさの金融資産が消費に向
かわない理由のひとつは、シニア・マーケティングが不十分なことにあると考えられる。
これまでの家電品は、シニアに対する生活標準の創造と伝達が未熟であったことに着目し、
パナソニック「Ｊコンセプト」シリーズを立ち上げたことは大きな意味をもっている。 
 
                                                
25 「日経トレンディネット」（2014 年９月 22 日付）。 
26 日本銀行 金融広報中央委員会［2017］。 
図表５ パナソニック「Ｊコンセプト」シリーズ 
 
＊パナソニックＨＰによる。 
－ 18 － 
３ 韓国の食文化を変えた「キムチ冷蔵庫」 
韓国でも食文化の洋風化が進み、キムチの国内消費量は年々減少しているとはいえ、現
在でも毎食ごとにキムチを食べる習慣は根付いており、各家庭はキムチを大量に常備する
必要がある。しかし最近の韓国では、自家製キムチは減り、総合スーパーや食品スーパー、
在来市場などで購入することが多くなってきた。 
伝統的に韓国では、野菜が不足する冬を備えて、家族や親族、特に女性を中心に集まっ
てキムチを大量に作ることが、立冬頃の一つの風物詩になっていた。この作業を「キムジャ
ン」（김장）といい、学校によっては、キムジャン休暇を設けて学生が手伝えるようにした
り、会社によっては特別手当が支給したり、生活文化と結びついた重要なイベントの一つ
であった。 
 自家製と店で売られているキムチにかかわらず、家庭では 200 種類以上あると言われる
いろいろなキムチを、種類ごとに相当量を美味しく保存する必要があり、現在、各家庭で
はキムチ冷蔵庫は通常の冷蔵庫と一緒に台所に並べられ利用されている。ふつうの冷蔵庫
はエアコンと同じで、冷たい空気を一定間隔で送って冷却するので、キムチが乾燥し温度
にもむらができ、1 週間でキムチに酸味が加わり本来の味が薄れてしまうという。かつて
は韓国では、キムチの鮮度維持に最適な温度や湿度を一定に保ち、味を長期間維持するた
めに、大きな甕にキムチを入れて土に埋めて保存していた。しかしこうした習慣は都市化
とともに難しくなり、キムチの味を劣化
させないことは難しくなり、こうした悩
みを解決するためにキムチ冷蔵庫が登場
したのである27。 
キムチ冷蔵庫の歴史は、1984 年に金星
社（現ＬＧ電子）が最初との説もあるが、
95 年のウイニア マンド（現 大宇ウィニ
ア）が商品化したキムチ専用冷蔵庫「ティ
ムチェ゜」が嚆矢と考えられている。そ
の後 90 年代以降急速に普及、ＬＧ電子や
サムスン電子なども参入し、現在では
                                                
27 ＣＮＥＴ Japan（2006 年 10 月 10 日付）。 
図表７ キムチ冷蔵庫 
＊ネットによる。
－ 19 － 
90％以上の家庭で活用されている。 
キムチ冷蔵庫が普及した理由としては、温度差に弱いキムチを徹底的に温度管理すれば、
大きな甕に入れて地中にうずめなくても簡便に数カ月間キムチの鮮度を保つことが可能な
こと、都市化や核家族化によりキムチの作り方を知らない女性が増加しスーパーや市場で
購入する世帯が増えたこと、味を維持しつつより熟成を進める機能を持たせたり、庫内す
べてにキムチを詰めたタッパー容器をいくつも収納できる構造にしたり、漬け込んだ時期
をタッパー容器に明記しておくことで、多くのキムチを容易に管理できるようにして機能
高度化に努めたことなどがあげられる28。 
この意味でキムチ冷蔵庫は、韓国のアイデンティティと言われるキムチ文化を継承しな
がら新しいライフスタイルを促進する役割の一端を担ったと言える。 
 
４ 「禅」のイメージで世界に浸透するＭＵＪＩ 
これまで（生活）標準の創造と伝達する企業活動としてマーケティングを行い成功した
家電メーカーを紹介したが、ほかの業種でもこうしたケースは多々ある。例えば、無印良
品である。無印良品（ＭＵＪＩ）は今や日本を代表するグローバルブランドに成長してい
る。中国などアジアでは高品質でシンプルな日用品を取りそろえたブランドとして業績を
伸ばし、欧米では禅の精神を日常生活で実践するブランドとして熱烈なファンを引き付け
る。ＭＵＪＩが海外で語られる際には、日本文化や日本古来の美意識と結びつけられるこ
とが多い。良品計画の松﨑 曉社長は、「無印良品の商品は、無駄を省いた日本的な「わび
                                                
28 『日経トレンディネット』（2012 年 11 月７日付）。 
図表６ キムジャンとスーパーのキムチ売場（ソウルの総合スーパー） 
   
＊キムジャンの写真はソウルナビによる。
－ 20 － 
さび」なものと消費
者に受け止められ、
特徴を出せている」
と述べている29。 
良品計画は、2017
年（２月期）の売上
高 3,300 億円、営業
利益 380 億円と増収
増益であり、店舗数
は国内 452、海外は
中国 200、タイ 14、アメリカとイギリスがそれぞれ 12 などの合計 418、総合計で 870 店舗
に達している。 
無印良品は西友のＰＢとして 1980 年に誕生している。その当時のトレンドは、アメリカ
的ゆたかさの追求とかファッション性であったが、そうではなく「安くてよい商品」をキー
ワードに、新しいライフスタイル価値を提案する商品として開発された。製品コンセプト
は、生活者に素材だけを提供し、それを自分なりに取り入れてくださいという「消費者主
権」である。堤 清二は、アメリカ的ゆたかさのアンチテーゼを念頭に、「それまでのファッ
ションはメーカー側の都合優先で、消費者に自由がなかった。もともとファッションは消
費者の個性に依拠しているはずなのに、自分に合っていようといまいと、ブランドを身に
着けるようになると、本来のファッションの思想は消えてしまう。消費者の自由を取り戻
してもらうのが、無印の役割だと考えた」と語っている30。また辻井 喬（堤 清二）は、「イッ
セイ」というブランドを付けただけで２割高くなるのはおかしい。同じものを無印で安く
売ろうじゃないか、ということで始まった。「反体制商品」である」と述べている31。この
意味で、無印商品は新しいライフスタイルの提案とともに、堤 清二特有の思想性も込めら
れていたとみることができる。 
良品計画は、生活に必要なものを、必要なかたちで商品開発を行い、高品質でブランド
品より３割安い「「わけあって、安い」商品を提供し、消費者が主体的に生活設計を行うと
                                                
29 『日経ビジネス』（2016 年 11 月 22 日号）。 
30 堤 清二／三浦 展［2009］97-102 頁。 
31 辻井 喬／上野千鶴子［2008］165 頁。 
図表８ 無印良品シンガポール店 
＊良品計画ＨＰによる。
－ 21 － 
いう生活の理想図を追い求めているといえる。 
 
おわりに 
 
おわりにいくつかの研究課題を提示したい。近年、消費者行動論、ブランド研究、サー
ビス・マーケティングなど個別分野の研究が盛んである。一方でマーケティングとは何か、
すなわちマーケティング概念の研究は等閑視されている。もちろんここで取り上げたいく
つかの論文や、消費者行動理論と近年の主要な理論仮設からマーケティング論の理論化を
意図した『マーケティング理論の焦点』［2017］などもあるが相対的に少ない。個別の研究
や仮設モデルを使った検証タイプンの研究も重要だが、マーケティングの概念の明確化や
本質的議論をする必要がある。これらを曖昧なまま放擲しておくことは、学問分野として
のマーケティングのレゾンデートル（raison d'etre）が問われることになる。マーケティン
グ概念に関する厚みのある議論を行わなければならない。 
次いで、マーケティング概念を構成するマーケティング理念の検討である。マーケティ
ングのあり方や企業における位置を示すマーケティング理念については、本論でも部分的
に触れてきたが、本格的な議論は、すでに述べたように、次の課題である。そこではかつ
て活発だった社会的マーケティング理念を取り上げる必要がある。 
さらに、マーケティング戦略論である。一橋大学の山下裕子は、「マーケティングは戦略
論研究の先頭を走っていたが、その後経営学が興隆を極め、経営戦略論とマーケティング
戦略論が限りなく重複するようになり、戦略研究がマーケティングの主要分野として取り
上げられなくなっている」32と述べているが、近年、ますますその傾向が強まっている。「生
活標準の創造と伝達」のマーケティング戦略論をどう構築するのかは興味深い研究テーマ
となる。 
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付録 
ＡＭＡの定義の（原文）変遷 
◇1948年／1960年 Marketing is the performance of business activities that direct the flow of 
goods and services from producer to consumer or user.  
◇1985年 Marketing is the process of planning and executing the conception, pricing, promotion 
and distribution of idea, goods, and services to create exchanges that satisfy individual and 
organizational objectives． 
◇ 2004年  Marketing is an organizational function and a set of processes for creating, 
communicating, and delivering value to customers and for managing customer relations in ways 
that benefit the organization and its stakeholders.  
◇2007年／2013年 Marketing is the activity, set of institutions, and processes for creating, 
communicating, delivering, and exchanging offerings that have value for customers, clients, 
partners, and society at large. 
 
